
徳島市ダイバーシティ経営企業認定制度実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、年齢・性別・障害の有無・国籍等を問わず多様な人材が活躍できる社会の実

現を目指して、その能力を最大限に発揮することができる機会を積極的に提供するなど、ダイ

バーシティ経営を行っている中小企業等を「ダイバーシティ経営企業」として認定し、その取組

みを広く発信することにより、多様な人材が意欲的に仕事に取り組める職場風土の醸成や、働き

方の仕組みの整備向上を図る。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 中小企業者 市内に事業所を有する中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４

号））第２条第１項に規定する中小企業者）をいう。 

⑵ 常時雇用労働者 次のいずれかに該当するものをいう。ただし、当該者を雇用する法人の代

表者（取締役を含む。）の配偶者若しくは３親等以内の親族又は当該者を雇用する個人の配偶

者若しくは３親等以内の親族である者を除く。 

ア 期間の定めがなく雇用されている者 

イ 一定の期間を定めて反復して更新され、過去１年以上引き続き雇用されている者又は採用

時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる者 

⑶ 若者 青少年雇用対策基本方針（令和３年厚生労働省告示第１０４号）の対象となる３５歳

未満の青少年をいう。 

⑷ 障害者 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）における法定雇

用率の対象者のうち、身体障害者にあっては身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）

第１５条第４項の身体障害者手帳１級から６級までに該当する者を、知的障害者にあっては児

童相談所等で知的障害者と判定された者を、精神障害者にあっては、精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条第１項の精神障害者保健福祉手帳の

交付を受けている者をいう。 

⑸ 高齢者 高年齢者の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第９条第１項に

規定する高年齢雇用確保措置を講ずる必要がない６５歳以上の高年齢者をいう。 

⑹ ダイバーシティ経営 多様な人材を活かし、その能力が最大限発揮できる機会を提供するこ

とで、イノベーションを生み出し、価値創造につなげている経営をいう。 

 （認定の対象） 

第３条 徳島市ダイバーシティ経営企業（以下「経営企業」という。）として本市の認定を受けるこ

とができる者は、次の要件のいずれにも該当する中小企業者等とする。 

⑴ 本市に本店、主たる事業所若しくは支店（営業所を含む。以下同じ。）を有する中小企業者又

は本市に住民票を有する者であって、本市で事業を営む個人 

⑵ 別表の認定項目について取り組み、多様な人材の活躍推進により企業が発展していること。 

（認定の除外） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかの場合に該当する者については、認定の対



象としない。 

⑴ 市税（地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第５条第２項第１号から第４号までに規定する

普通税及び同条第６項第１号に規定する目的税及びこれらに係る延滞金及び督促手数料をい

う。）を滞納している場合 

⑵ 厚生労働省ホームページで、労働基準関連法令違反に係る事案として公表されている場合 

⑶ 過去１年以内に事業主が法律違反をしている場合 

⑷ 風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第

１項に規定する風俗営業又はこれに類似する業種に該当する場合 

⑸ 消費者金融に係る業種である場合 

⑹ 賭博・ギャンブルに係る業種である場合 

⑺ 法律に定めのない医療類似行為に係る業種である場合 

⑻ 役員及び従業員等が、暴力団等の反社会的勢力である、又は反社会的勢力との関係を有する、

若しくは反社会的勢力から出資等の資金提供を受けている場合 

⑼ 過去１年以内に本市が発注した委託業務に関し、不正又は不誠実な行為により入札参加停止、

入札参加回避等の措置を受けている場合 

⑽ 徳島市暴力団等排除措置要綱（平成２４年制定）に基づき、契約から排除する措置を受けて

いる場合 

⑾ 前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める場合 

 （認定の申請） 

第５条 経営企業としての認定を受けようとする者は、徳島市ダイバーシティ経営企業認定申請書

（様式第１号）及び別に定める認定要件該当表に、次の書類を添えて、本市が定める申請期間内

に市長に提出しなければならない。 

⑴ 雇用保険適用事業所設置届（事業主控） 

⑵ 企業概要等 

⑶ 中小企業であることを確認できる書類（法人事業主の場合は登記事項証明書、個人事業主の

場合は住民票の写し及び個人事業の開業届出書） 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （認定の通知等） 

第６条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、別に定める認定基準に基づき経営企業を認

定し、申請者に結果を通知するものとする。 

２ 市長は、経営企業の認定を受けた者について、その名称、取組等を公表することができる。 

 （認定の有効期間） 

第７条 認定の有効期間は、認定の日以後３年に達する日の属する年度の末日までとする。 

 （変更の届出） 

第８条 経営企業は、申請内容に変更があったときは、速やかに、別に定める変更届により市長に

届け出なければならない。 

２ 経営企業は、第３条に規定する認定要件を満たさなくなったとき、又は認定の継続の意思がな

いときは、速やかに別に定める辞退届出書を市長に届け出なければならない。 



（認定の取消し） 

第９条 市長は、経営企業が次の各号のいずれかに該当するときは、その認定を取り消すものとす

る。 

⑴ 第４条各号のいずれかに該当することが判明したとき。 

⑵ 廃業、倒産等により営業を継続できなくなったとき。 

⑶ 虚偽その他不正の手段により認定を受けたことが判明したとき。 

⑷ 法令違反その他企業にふさわしくない重大な事実が判明したとき。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、経営企業として適当でないと市長が認めるとき。 

 （支援の内容） 

第１０条 経営企業は、次に掲げる支援等を本市から受けることができる。 

⑴ 本市の広報媒体を活用した企業情報の発信 

⑵ 徳島市ダイバーシティ経営企業認定ロゴマークの使用許可 

⑶ 認定を受けた企業のうち、上位企業に対して奨励金を交付 

 （取組状況の把握） 

第１１条 市長は、取組状況を把握するため、必要に応じて経営企業に聴取調査及び現地調査を実

施するほか、取組状況が分かる書類等の提出を求めることができるものとする。 

 （準則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、認定制度について必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和４年１２月２０日から施行する。 

 この要綱は、令和５年９月１日から施行する。 

 この要綱は、令和６年９月４日から施行する。 

 この要綱は、令和７年８月１５日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 認定項目  

認定項目 

１ 多様な人材の活躍を促す職場風土 

２ 多様な人材が柔軟に活躍する仕組み 

３ 仕事と生活を両立できる環境 

４ その他１～３以外の取組み 

 認定基準については、別に定める。 

  







 


